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入力例 連結納税グループ全体が赤字で源泉所得税が還付される場合の入力例(連結親法人)

以下は、連結納税グループ全体が赤字のため、源泉所得税が還付される場合の連結親法人の入力例です。

なお、当入力例は処理の一例です。実際に入力する際は、各企業の処理方法に基づいて入力してください。

１年目の処理
(単位：円)

(1) 前提

① 当期は中間申告の義務がありません。

② 設例を分かりやすくするために、法人税率20％・地方法人税率5％と仮定して税額を計算しています。

③ 各法人の税額は、以下のとおりです。なお、会計上と税務上の金額は同一とします。

所得税額
連結法人税個別帰属額等 合計

(所得税控除後) (損益計算書の法人税等)

親法人Ｐ 30,000 △660,000 △630,000

子法人Ａ 20,000 820,000 840,000

子法人Ｂ 10,000 △220,000 △210,000

連結法人税
連結法人税額 0

地方法人税 地方法人税額 0所得税の還付金額 60,000

(2) 会計処理(親法人Ｐ分)

① 所得税の計上

受取配当金に対する所得税(30,000円)を損金経理しました。

(借)法人税、住民税及び事業税 30,000 (貸)受取配当金 30,000 Ａ

② 確定分の連結法人税個別帰属額等の計上

親法人Ｐは、子法人Ａから受け取る確定分の連結法人税個別帰属額等(820,000円)を未収入金として計上

しました。また、子法人Ｂに支払う確定分の連結法人税個別帰属額等(220,000円)を未払金として計上しま

した。

(借)子会社Ａ未収入金 820,000 (貸)法人税、住民税及び事業税 820,000 Ｂ

(借)法人税、住民税及び事業税 220,000 (貸)子会社Ｂ未払金 220,000 Ｃ

③ 所得税の還付分の計上(連結納税グループ全体分)

親法人Ｐは、国から受け取る所得税(60,000円)の還付分を国に対する未収入金として計上しました。

(借)未収源泉所得税等 60,000 (貸)法人税、住民税及び事業税 60,000 Ｄ

(3) 損益計算書・貸借対照表

損益計算書 貸借対照表

税引前当期純利益 △3,600,000 未収入金(子法人Ａ) 820,000 未払金(子法人Ｂ) 220,000

法人税、住民税及び事業税 △ 630,000 未収源泉所得税 60,000

当期純利益 △2,970,000

作成者：ＴＫＣシステム開発研究所、作成日：令和元年６月19日
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(4) 入力画面(親法人Ｐ分)

■[当期利益と納税充当金等]ＲＰ

■[連結法人税個別帰属額等]ＲＰの[別表4の2付表・別表5の2(2)付表]タブ

Ｃ

Ｂ

■[連結法人税個別帰属額等]ＲＰの[別表5の2(1)付表1]タブ 自動転記

■ [留保２(４表と５表で連動する項目)]ＲＰ：メニュー403

Ｄ

■[租税公課の納付状況等]の[その他の税金の納付(還付)状況]ＲＰ

Ａ

作成者：ＴＫＣシステム開発研究所、作成日：令和元年６月19日
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(5) 別表処理(親法人Ｐ分)

上記(4)のように入力した場合の親法人Ｐの別表処理は、次のとおりです。

【別表4の2付表】

区 分 総 額 留 保 社外流出

当期利益又は当期欠損の額 1 △2,970,000 △2,970,000

減算 未収源泉所得税 60,000 60,000

仮 計 13 △3,030,000 △3,030,000

加算 損金経理をした連結法人税個別帰属額等 15 220,000 220,000

減算 収益として経理した連結法人税個別帰属額等 21 820,000 820,000

仮 計 27 △3,630,000 △3,630,000

法人税額から控除される所得税額の個別帰属額 37 30,000 30,000

個別所得金額又は個別欠損金額 55 △3,600,000 △3,630,000 30,000

【別表5の2(1)付表1】

区 分
期首利益 当期の増減 翌期首利益

積立金額 減 増 積立金額

未収源泉所得税 △60,000 △60,000

未払金(各法人との連結法人税個別帰属額の受払額等) 220,000 220,000

未収入金(各法人との連結法人税個別帰属額の受払額等) △820,000 △820,000

未払連結法人税個別帰属受取額等 △880,000 △880,000

未収連結法人税個別帰属支払額等 820,000 820,000

未払連結法人税個別帰属額及び未払連結地方 21 中間

法人税個別帰属額 確定 660,000 660,000

【別表5の2(2)付表】

税目及び連結事業年度
期首現在

当期発生税額
当期中の納付税額 期末現在

未納税額 充当金取崩 仮払経理 損金経理 未納税額

当 中 間 中間

期 確 定 確定 0 0

計 0 0

～

源泉所得税・外国税 30,000 30,000 0

～

各連結法人の連結法人税個別帰属額及び連結地方法人税個別帰属額の発生状況等の明細

連結事業年度
期首現在

当期発生額
当期中の決済額 期末現在

未決済額 支払額 受取額 未決済額

当期分
中間

△660,000
確定 △660,000

計 △660,000 △660,000

自動計算

自動計算

そ
の
他

損
金
不
算
入

自動計算

法
人
税
・
地
方
法
人
税

自動計算

別表6の2(1)から

自動転記

作成者：ＴＫＣシステム開発研究所、作成日：令和元年６月19日
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【個別帰属額の届出書】 【個別帰属額の届出書付表】

【別表1の2】

(参考)子法人の所得金額と連結法人税個別帰属額等

【個別帰属額の届出書付表】

個別所得金額又は個別欠損金額 △3,000,000
(イ)＋(ロ)

個別所得金額又は個別欠損金額 (イ) 1 △3,600,000

連結欠損金個別帰属発生額(ロ) 600,000

算出連結法人税個別帰属額 2 △600,000

連結法人税個別帰属額計 10 △600,000

個別控除税額 11 30,000

連結法人税個別帰属額 14 △630,000

算出連結法人税個別帰属額に係る連結 1 △30,000
地方法人税個別帰属額

加算調整額 2 0

減算調整額 3 0

連結地方法人税個別帰属額 4 △30,000
(1)＋(2)－(3)

連結所得金額又は連結欠損金額 1 △800,000

法人税額 2 0

控除税額 13 0

差引確定法人税額 16 0

控除税額の計算 所得税の額 17 60,000

控除しきれなかった金額 21 60,000

この申告による還付金額 所得税額等の還付金額 25 60,000

課税標準法人税額 35 0

地方法人税額 36 0

差引地方法人税額 42 0

中間申告分の地方法人税額 43 0

差引確定地方法人税額 44 0

この申告による還付金額 45 0

■子法人Ａ

【別表4の2付表】

区 分 総 額 留 保 社外流出

当期利益又は当期欠損の額 1 3,160,000 3,160,000

加算 損金経理をした連結法人税個別帰属額等 22 820,000 820,000

法人税額から控除される所得税額の個別帰属額 38 20,000 20,000

個別所得金額又は個別欠損金額 54 4,000,000 3,980,000 20,000

【個別帰属額の届出書】

個別所得金額又は個別欠損金額 1 4,000,000

算出連結法人税個別帰属額 2 800,000

個別控除税額 11 20,000

連結法人税個別帰属額 14 780,000

【個別帰属額の届出書】

個別所得金額又は個別欠損金額(イ)＋(ロ) △1,000,000

個別欠損金額(イ) 1 △1,200,000

連結欠損金個別帰属発生額(ロ) 200,000

算出連結法人税個別帰属額 2 △200,000

個別控除税額 11 10,000

連結法人税個別帰属額 14 △210,000

■子法人Ｂ

【別表4の2付表】

区 分 総 額 留 保 社外流出

当期利益又は当期欠損の額 1 △990,000 △990,000

減算 収益経理した連結法人税個別帰属額等 21 220,000 220,000

法人税額から控除される所得税額の個別帰属額 37 10,000 10,000

個別所得金額又は個別欠損金額 54 △1,200,000 △1,210,000 10,000

算出連結法人税個別帰属額に係る連結
地方法人税個別帰属額 1

40,000

連結地方法人税個別帰属額 4 40,000

※法人税率20％、地方法人税率を5％と仮定して計算

【個別帰属額の届出書付表】

算出連結法人税個別帰属額に係る連結
1

地方法人税個別帰属額
△10,000

連結地方法人税個別帰属額 4 △10,000

※法人税率20％、地方法人税率を5％と仮定して計算

【損益計算書】

税引前当期純利益 4,000,000

法人税､住民税及び事業税 840,000

当期純利益 3,160,000

法人税等 20,000／受取配当金 20,000

法人税等 820,000／未払金 820,000

【損益計算書】

税引前当期純利益 △1,200,000

法人税､住民税及び事業税 △210,000

当期純利益 △990,000

法人税等 10,000／受取配当金 10,000

未収入金 220,000／法人税等 220,000

作成者：ＴＫＣシステム開発研究所、作成日：令和元年６月19日
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２年目の処理
(単位：円)

(1) 前提

① 当期は中間申告の義務がありません。

② 設例を分かりやすくするために、法人税率20％・地方法人税率5％と仮定して税額を計算しています。

③ 各法人の税額は、以下のとおりです。なお、会計上と税務上の金額は同一とします。

所得税額 連結法人税個別帰属額等 合計

(所得税控除後) (損益計算書の法人税等)

親法人Ｐ 40,000 △880,000 △840,000

子法人Ａ 20,000 1,240,000 1,260,000

子法人Ｂ 10,000 △430,000 △420,000

連結法人税
連結法人税額 0

地方法人税 地方法人税額 0
所得税の還付金額 70,000

(2) 会計処理(親法人Ｐ分)

① 前期分の連結法人税個別帰属額等の精算

親法人Ｐは、子法人Ａから前期分の連結法人税個別帰属額等(820,000円)を受取りました。また、子法人

Ｂに前期分の連結法人税個別帰属額等(220,000円)を支払いました。

(借)現金及び預金 820,000 (貸)子会社Ａ未収入金 820,000 Ａ

(借)子会社Ｂ未払金 220,000 (貸)現金及び預金 220,000 Ｂ

② 前期分の所得税の還付

親法人Ｐは、前期分の所得税の還付を受けました。

(借)現金及び預金 60,000 (貸)未収源泉所得税等 60,000 Ｃ

③ 所得税の計上

受取配当金に対する所得税(40,000円)を損金経理しました。

(借)法人税、住民税及び事業税 40,000 (貸)受取配当金 40,000 Ｄ

④ 確定分の連結法人税個別帰属額等の計上

親法人Ｐは、子法人Ａから受け取る確定分の連結法人税個別帰属額等(1,240,000円)を未収入金として計上し

ました。また、子法人Ｂに支払う確定分の連結法人税個別帰属額等(430,000円)を未払金として計上しました。

(借)子会社Ａ未収入金 1,240,000 (貸)法人税、住民税及び事業税 1,240,000 Ｅ

(借)法人税、住民税及び事業税 430,000 (貸)子会社Ｂ未払金 430,000 Ｆ

⑤ 所得税の還付分の計上(連結納税グループ全体分)

親法人Ｐは、国から受け取る所得税(70,000円)の還付分を国に対する未収入金として計上しました。

(借)未収源泉所得税等 70,000 (貸)法人税、住民税及び事業税 70,000 Ｇ

(3) 損益計算書・貸借対照表

損益計算書 貸借対照表

税引前当期純利益 △4,000,000 子会社Ａ未収入金 1,240,000 子会社Ｂ未払金 430,000

法人税、住民税及び事業税 △ 840,000 未収源泉所得税等 70,000

当期純利益 △3,160,000

作成者：ＴＫＣシステム開発研究所、作成日：令和元年６月19日
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(4) 入力画面(親法人Ｐ分)

■[当期利益と納税充当金等]ＲＰ

■[連結法人税個別帰属額等]ＲＰの[別表4の2付表・別表5の2(2)付表]タブ

Ｆ

Ｅ

■[連結法人税個別帰属額等]ＲＰの[別表4の2付表・別表5の2(2)付表]タブ

■[連結法人税個別帰属額等]ＲＰの[別表5の2(1)付表1]タブ 自動転記 自動転記

Ｂ

Ａ

Ａ

■ [留保２(４表と５表で連動する項目)]ＲＰ：メニュー403

Ｃ Ｇ

■[流出２(減算欄)]ＲＰ：メニュー403

Ｃ

■[租税公課の納付状況等]の[その他の税金の納付(還付)状況]ＲＰ

Ｄ

Ｂ(220,000円)＋親法人Ｐ(660,000円)

の前期確定分の決済額

自動転記された660,000円を取り消

すためにマイナス金額を入力

作成者：ＴＫＣシステム開発研究所、作成日：令和元年６月19日
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(5) 別表処理(親法人Ｐ分)

上記(4)のように入力した場合の親法人Ｐの別表処理は、次のとおりです。

【別表4の2付表】

区 分 総 額 留 保 社外流出

当期利益又は当期欠損の額 1 △3,160,000 △3,160,000

加算 未収源泉所得税 60,000 60,000

減算 未収源泉所得税 70,000 70,000

仮 計 13 △3,170,000 △3,170,000

加算 損金経理をした連結法人税個別帰属額等 15 430,000 430,000

減算 収益として経理した連結法人税個別帰属額等 21 1,240,000 1,240,000

所得税額等及び連結欠損金の繰戻しによる還付金額等 25 60,000 60,000

仮 計 27 △4,040,000 △3,980,000 △60,000

法人税額から控除される所得税額の個別帰属額 37 40,000 40,000

個別所得金額又は個別欠損金額 55
△60,000

△4,000,000 △3,980,000 40,000

【別表5の2(1)付表1】

区 分
期首利益 当期の増減 翌期首利益

積立金額 減 増 積立金額

未収源泉所得税 △60,000 △60,000 △70,000 △70,000

未払金(各法人との連結法人税個別帰属額の受払額等) 220,000 220,000 430,000 430,000

未収入金(各法人との連結法人税個別帰属額の受払額等) △820,000 △820,000 △1,240,000 △1,240,000

未払連結法人税個別帰属受取額等 △880,000 △880,000 △1,310,000 △1,310,000

未収連結法人税個別帰属支払額等 820,000 820,000 1,240,000 1,240,000

未払連結法人税個別帰属額及び未払連結地方 21 中間

法人税個別帰属額 660,000 660,000 確定 880,000 880,000

【別表5の2(2)付表】

税目及び連結事業年度
期首現在

当期発生税額
当期中の納付税額 期末現在

未納税額 充当金取崩 仮払経理 損金経理 未納税額

当 中 間 中間

期 確 定 確定 0 0

計 0 0

～

源泉所得税・外国税 40,000 40,000 0

～

各連結法人の連結法人税個別帰属額及び連結地方法人税個別帰属額の発生状況等の明細

連結事業年度
期首現在

当期発生額
当期中の決済額 期末現在

未決済額 支払額 受取額 未決済額

前期分 △660,000 660,000 0

当期分
中間

△880,000
確定 △880,000

計 △660,000 △880,000 660,000 △880,000

自動計算

自動計算

そ
の
他

損
金
不
算
入

自動計算

法
人
税
・
地
方
法
人
税

自動計算

別表6の2(1)から

自動転記

作成者：ＴＫＣシステム開発研究所、作成日：令和元年６月19日
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【個別帰属額の届出書】 【個別帰属額の届出書付表】

【別表1の2】

(参考)子法人の所得金額と連結法人税個別帰属額等

【個別帰属額の届出書付表】

個別所得金額又は個別欠損金額 △4,000,000
(イ)＋(ロ)

個別所得金額又は個別欠損金額 (イ) 1 △4,000,000

連結欠損金個別帰属発生額(ロ) 0

算出連結法人税個別帰属額 2 △800,000

連結法人税個別帰属額計 10 △800,000

個別控除税額 11 40,000

連結法人税個別帰属額 14 △840,000

算出連結法人税個別帰属額に係る連結 1 △40,000
地方法人税個別帰属額

加算調整額 2 0

減算調整額 3 0

連結地方法人税個別帰属額 4 △40,000
(1)＋(2)－(3)

※法人税率20％、地方法人税率を5％と仮定して計算

連結所得金額又は連結欠損金額 1 0

法人税額 2 0

控除税額 13 0

差引確定法人税額 16 0

控除税額の計算 所得税の額 17 70,000

控除しきれなかった金額 21 70,000

この申告による還付金額 所得税額等の還付金額 25 70,000

課税標準法人税額 35 0

地方法人税額 36 0

差引地方法人税額 42 0

中間申告分の地方法人税額 43 0

差引確定地方法人税額 44 0

この申告による還付金額 45 0

■子法人Ａ

【別表4の2付表】

区 分 総 額 留 保 社外流出

当期利益又は当期欠損の額 1 4,740,000 4,740,000

加算 損金経理をした連結法人税個別帰属額等 21 1,240,000 1,240,000

法人税額から控除される所得税額の個別帰属額 37 20,000 20,000

個別所得金額又は個別欠損金額 54 6,000,000 5,980,000 20,000

【個別帰属額の届出書】

個別所得金額又は個別欠損金額 1 6,000,000

算出連結法人税個別帰属額 2 1,200,000

個別控除税額 11 20,000

連結法人税個別帰属額 14 1,180,000

【個別帰属額の届出書】

個別所得金額又は個別欠損金額(イ)＋(ロ) △2,000,000

個別欠損金額(イ) 1 △2,000,000

連結欠損金個別帰属発生額(ロ) 0

算出連結法人税個別帰属額 2 △400,000

個別控除税額 11 10,000

連結法人税個別帰属額 14 △410,000

■子法人Ｂ

【別表4の2付表】

区 分 総 額 留 保 社外流出

当期利益又は当期欠損の額 1 △1,580,000 △1,580,000

減算 収益経理した連結法人税個別帰属額等 21 430,000 430,000

法人税額から控除される所得税額の個別帰属額 37 10,000 10,000

個別所得金額又は個別欠損金額 54 △2,000,000 △2,010,000 10,000

算出連結法人税個別帰属額に係る連結
地方法人税個別帰属額

1 60,000

連結地方法人税個別帰属額 4 60,000

【個別帰属額の届出書付表】

算出連結法人税個別帰属額に係る連結 1 △20,000
地方法人税個別帰属額

連結地方法人税個別帰属額 4 △20,000

※法人税率20％、地方法人税率を5％と仮定して計算

【損益計算書】

税引前当期純利益 6,000,000

法人税､住民税及び事業税 1,260,000

当期純利益 4,740,000

法人税等 20,000／受取配当金 20,000

法人税等 1,240,000／未払金 1,240,000

【損益計算書】

税引前当期純利益 △2,000,000

法人税､住民税及び事業税 △420,000

当期純利益 △1,580,000

法人税等 10,000／受取配当金 10,000

未収入金 430,000／法人税等 430,000

作成者：ＴＫＣシステム開発研究所、作成日：令和元年６月19日


